
 

横浜市下水道事業経営研究会（第 10 期）について 
 
 

 横浜市下水道事業経営研究会（第 10 期）について、令和７年５月８日より審議を開始

しましたので、ご報告します。 

 

１ 横浜市下水道事業経営研究会の概要                              

 横浜市下水道事業経営研究会は、学識経験者等の広く専門的な見地から、今後の下水

道事業における施策や財政のあり方等について審議し、ご意見をいただくことを目的に、

平成 14 年度に、附属機関に準ずるものとして設置しました。 

 その後、第５期の平成 24 年度から横浜市附属機関設置条例に基づく附属機関に位置

付け、第９期の令和５年度まで開催しています。 

 

２ 横浜市下水道事業経営研究会（第９期）の提言の概要（令和５年 11 月）                              

 将来にわたって安定した下水道サービスを提供し続けるため、投資の優先順位付け等

の議論を十分に行い、必要な施策を明確にし、マネジメントサイクル（CAPD）を実践し

ながら、次のような財政運営を行うことが重要である。 

・人口減少に伴う下水道使用料収入の減少等を踏まえ、企業債に着目した財政運営を行 

 い、着実かつ効率的な施策実施による経営方針の実現を目指すこと。 

・企業債の発行を抑制するため、累積資金を一定額確保したうえで、投資財源としての 

活用を検討すること。 

・長期的視点で施策と財政のバランスの取れた 10 年程度の長期投資計画を策定するこ 

 と。また、計画の進捗や社会情勢の変化を的確に反映するため、４年ごとに必要な見 

直しを行うこと。 

 

３ 横浜市下水道事業経営研究会（第 10 期）の審議内容                              

・横浜市下水道事業中期経営計画 2022 の振り返り及び次期の計画策定に向けたご意見

をいただきます。 

・人口減少社会や八潮市の道路陥没事故等を踏まえ、本市の下水道システムの今後の方 

向性等についてご意見をいただきます。 

開催回 時期 主な議題 

第 1回 ７年５月８日 
次期の計画策定に向けた考え方、下水道管路の維持管理

の現状と八潮市の道路陥没事故発生後の対応状況報告 

第 2回 ７年７月 
中期経営計画 2022 振り返り、次期の計画骨子案及び指

標、本市下水道施設の現状と課題等報告 

第 3回 ７年 11 月 本市下水道施設の今後の方向性 

第 4回 ８年２月 次期の計画素案、本市下水道施設の今後の方向性 

第 5回（最終） ８年５月 第 10 期研究会報告について（まとめ） 

 ８年７月 市長あて報告 

※ 開催予定（回数、時期、議題）は、審議課題等により変更する場合があります 

 

 

４ 横浜市下水道事業経営研究会（第 10 期）の委員委嘱                     

 下水道事業全般に係る課題についてご意見をいただくため、大学教授や公認会計士な

どの有識者、大口利用者や小口利用者の代表として関係団体からの推薦者で構成されて

います。 

（50 音順、敬称略）（令和７年５月８日時点） 
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（副座長） 財政学 
横浜国立大学大学院 

国際社会科学研究院教授 

加藤
かとう

 裕之
ひろゆき

 下水道行政 

東京大学大学院 

工学系研究科特任准教授 

（元国土交通省下水道事業課長） 

川口
かわぐち

 恵
え

都子
つ こ

 会計 公認会計士 

木曽
き そ

 博文
ひろふみ

 
大口利用者 

（関係団体推薦） 

株式会社ホテル、ニューグランド 

取締役営業本部長総支配人 
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 計量経済学 
横浜市立大学学術院 

国際総合科学群教授 
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 （座長） 下水道技術 
東京都立大学 

都市環境学部特任教授 
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小口利用者 

（関係団体推薦） 

（公社）日本消費生活アドバイザー・コンサル

タント・相談員協会理事（東日本支部支部長） 
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 都市・地域計画 
横浜国立大学大学院 

都市イノベーション研究院教授 
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 経営学 
横浜市立大学学術院 

国際総合科学群教授 

 

５ 横浜市下水道事業経営研究会（第 10 期）の第１回研究会の主な意見等             

（１）次期の計画策定に向けた考え方 

・下水道事業の取組に関する広報を継続的に実施し、市民理解が更に得られるよう

に努力していくべき。 

・横浜市下水道事業中期経営計画 2022 の進捗状況において、中間目標を下回った災

害対策に関する取組について、計画期間内の達成に向けて着実に進めてほしい。 

（２）下水道管路の維持管理の現状と八潮市の道路陥没事故発生後の対応状況報告 

・下水道管路の施工方法や構造形状等について、事業者としっかりと情報共有する

など、より効果的で確実な点検が実施できるよう努めてほしい。 

・下水道管路の維持管理は、事業者の確保が重要である。 

・現在実施している下水道管路の点検調査の結果をしっかりと活用し、今後の点検

調査の優先順位に反映するなど、より効率的に維持管理を推進してほしい。 

下水道河川・水道・交通委員会 

令 和 ７ 年 ６ 月 ２ 日 

下 水 道 河 川 局 

裏面あり 



 

【参考】横浜市下水道事業経営研究会の審議内容の経過                                

（上段：期間、下段：審議内容） 

第１期 
平成 14 年８月～16 年８月 

下水道事業の今後の方向、健全な下水道経営、市民への説明 

第２期 

平成 16 年 11 月～18 年 11 月 

財源の確保、経営改善に伴う支出の削減、更新・修繕事業費の確保、引当金の計上、

下水道使用料体系のあり方、経費負担区分の適正化、経営目標の設定、財政広報の

充実 

第３期 

平成 18 年 12 月～20 年 12 月 

都市機能を支える根幹的な生活基盤の確立、健全な水循環と資源の有効活用、地球

温暖化対策への貢献、安定した下水道サービスの提供、健全な下水道経営とわかり

やすい広報 

第４期 

平成 20 年 12 月～22 年 12 月 

適正な下水道使用料収入の確保、経営改善に向けた取組、 

施設の老朽化への対応、経費負担区分のあり方、経営目標の設定、事業・財政広報

の充実、人材育成と技術継承 

第５期 

平成 23 年 4 月～25 年 3 月 

地球温暖化対策、国際貢献・国際交流、広聴・広報、 

下水道業務継続計画（BCP）【地震・津波編】検討部会、地方公営企業会計制度に関

する検討部会 

第６期 

平成 25 年７月～27 年 6 月 

長期を見据えた施策の方向性、中期経営計画 2011 の点検・評価、下水道施設の包括

的管理委託検討部会 

第７期 

平成 27 年 9 月～29 年 9 月 

長期を見据えた財政運営のあり方、中期経営計画 2014 中間振り返り、下水道施設の

包括的管理委託検討部会 

第８期 

令和元年 12 月～３年 11 月 

下水道事業の取組による SDGs への貢献、中期経営計画 2018 中間振り返り、今後強

化すべき施策、下水道施設の包括的管理委託検討部会、下水道管路の包括的民間委

託検討部会 

第９期 

令和３年 12 月～５年 11 月 

中期経営計画 2022 素案、中期経営計画 2018 期末振り返り、長期的な財政運営のあ

り方、下水道施設の包括的管理委託検討部会、下水道管路の包括的民間委託検討部

会、気候変動を踏まえた浸水対策検討部会 

 


